別紙２

（提出に当たって本ページは削除すること。）

●　研究計画提案書は、以下の構成となっております。

【必須】となっている様式は必ず提出すること。

●　本事業への応募は全て「府省共通研究開発管理システム(e-Rad)」で行います。必要な様式を全てe-Radシステムにて提出すること。

	「革新的技術創造促進事業」

（事業化促進）



	・様式１
	表紙　基本情報
	【必須】

	・様式２
	事業化構想（全体イメージ図）
	【必須】

	・様式３
	研究計画構想
	【必須】

	・様式４
	研究計画概要
	【必須】

	・様式５
	技術シーズ
	【必須】

	・様式６
	本研究が目指す製品内容
	【必須】

	・様式７
	成否判定基準
	【必須】

	・様式８
	スケジュール概要
	【必須】

	・様式９
	実施体制（予定）
	【必須】

	・様式１０
	事業化と返済に関する工程表
	【必須】

	・様式１１
	競合技術に対する優位性
	【必須】

	・様式１２
	知的財産取得計画
	【必須】

	・様式１３
	研究費
	【必須】

	・様式１４－１
	研究実施機関に関する情報（概要）
	【必須】

	・様式１４－２
	研究機関に関する情報（財務）
	【必須】

	・様式１５　
	倫理面への配慮
	

	・様式１６　
	特殊用語の解説
	


●　研究計画提案書作成に当たっては、必ず下記の資料をご一読願います。

　①　「府省共通研究開発管理システム(e-Rad)」による応募手続きについて（別紙１）　
　

（提出に当たって本ページは削除すること。）

別紙３
（様式１）
「革新的技術創造促進事業」
＜事業化促進＞
研究計画提案書
	研　究　分　野
	公募要領２の表の左側（公募対象研究分野）の番号を入れてください。

	研究課題名
	

	研究機関（会社）名
	

	研究代表者役職氏名
	所在地　　〒
TEL／FAX
E-mail：

	連絡先
	
	エフォート
	　　　　　　％　　　

	研究予定期間
	平成２７年度～平成２　年度（　　年間）

	研究費（概算）
	　　　　　百万円

	研究分担者　全人数
	
	分担者代表
	


実施機関情報　　　
	研究機関情報
	企業名等
	

	
	代表者
	役職
	
	氏　名
	                        　　　代表者印

	
	
	
	
	（フリガナ）
	

	
	所在地
	〒

	
	研究管理
責任者
	役職
	
	氏　名
	上記研究代表者と異なる場合のみ記載

	
	
	
	
	（フリガナ）
	

	
	
	所在地　　〒

TEL／FAX

E-mail：

	
	e-Rad情報

【関係管理責任者】
	研究者番号：      　 　8桁の数字
	所属研究機関
コード：　　　　　　　　　　10桁の数字

	
	経理責任者
	役職
	
	氏　名
	

	
	
	
	
	（フリガナ）
	

	
	
	所在地　　〒

TEL／FAX

E-mail：

	再委託先企業名等
	

	担当研究者役職氏名
	

	研究機関との関係等
	


（様式２）

事業化構想（全体イメージ図）
	研究課題名
	


研究の背景・目的・方法・内容・研究・事業化の体制等について、フロー図など明解にかつ具体的に表現した構想図を示してください。
様式２全体でＡ４版１ページとしてください。
（様式３）

研究計画構想
	研究課題名
	


１．研究の背景・目的
（１）研究の背景
（農林水産業、飲食料品産業、醸造業等の生物系特定産業上の技術的課題）
　単に、人口、食料、環境問題の解決への貢献といった抽象的な目標ではなく、「生物系特定産業において、①何が問題となっており、②どのような事業化が必要とされているのか等について、既存技術・分野との対比を含めて具体的に記載してください。
（２）研究の目的

  　研究の目的・必要性について、（１）の課題を踏まえ、本提案課題の対象となる生物系特定産業技術が目指す将来の姿を含めて、簡潔に記載してください。
２．農林水産業、食品産業、醸造業等の生物系特定産業や社会・経済への貢献

試験研究の実施により得られる研究成果が、農林水産業、飲食料品産業、醸造業等の現場にどのように寄与し、どのように活用されると予測するのかを具体的に記載してください。
（様式４）

研究計画概要
	　（記入例）
〇〇の課題を解決するための〇〇機能を備えた〇〇の開発。
　〇〇解析による〇〇の実証。


※　研究課題が採択になった場合に、生研センターでは採択された研究課題名、研究機関名、研究計画の概要を公表しています。生研センターが研究課題名、研究機関名とあわせて公表して差し支えない範囲の情報を70～120文字程度で記載してください。採択となった場合には、生研センターは本情報を活用して公表資料を作成します。なお、専門用語は使わず、新聞（一般紙）に掲載される技術情報のレベルでの記載をお願いします。
（様式５）
技術シーズ
１．本研究で活用しようとする技術シーズの概要
	


２．技術シーズに関する詳細情報
本研究課題において活用しようとする他の研究制度等で研究・確立された技術シーズに関連する情報について、今回の研究に結びつくものに絞って簡潔に記載してください。
記載例（研究資金制度を利用した場合）　
シーズ確立に関係した研究プロジェクト名
　
（1）実施期間
自：平成　年　月　日　　至：平成　年　月　日
（2）目的（100字以内）
※当該プロジェクト実施の背景・目的について簡潔に記述してください。
（3）成果概要
※実施中のプロジェクトについては、達成すべき成果と現在の進捗について記載してください。
※当該プロジェクトの成果について、定量的データを含め具体的かつ簡潔に記載してください。
（4）プロジェクト資金
（様式６）
本研究が目指す製品内容

１.本研究の目標

目標１
（目標）
※今回掲げる目標を、数値等を用いて具体的に記載してください。
（目標達成へ向けた問題点）
※本目標を達成する上での問題点を記載してください。
（問題点の解決策）
※上記問題点をどのように解決するか、その方法を記載してください。
目標２
（目標）
（目標達成へ向けた問題点）
（問題点の解決策）
　※必要に応じて追加してください。
２.本研究の実施内容
※「１．本研究の目標」の各目標毎に、その目標を達成するための研究内容を具体的に記述してく
ださい。
実施項目１
（関連する目標）
（実施機関・場所・期間）
（実施内容）
実施項目２
（関連する目標）
（実施機関・場所・期間）
（実施内容）
　※必要に応じて追加してください。
３.研究による解決と製品の仕様
※「１．」に掲げた「問題点の解決策」と、「２．」に掲げた実施項目とを融合させながら作り出されるところの最終的に実用化される製品等について、主なスペック・条件を定量的かつ簡潔に記述してください。（次の様式７との整合に注意してください。）
（様式７）
成否判定基準
※研究に先立ち成功、不成功を判定する技術基準を設定していただきます。成否認定基準は技術水準での評価基準になります。事業性を鑑み、研究の規模に応じた認定基準を設定してください。
　本研究中の研究実施によって、下記の要件を満足しうる見通しが立った場合、研究は成功とする。
記

研究全体の成否の認定基準
	ここに成否認定基準を具体的に記載ください。
 　成否認定基準の例
     １．本新技術によるXXXXXX　がプロトタイプの製造を開始すること。
 　　２． 本新技術により育成されたXXXX　が、以下①～③以上の性質を持つことが確認されること。
             ①　XXX（％）
             ②　XX　（％）
             ③　X
 　　３． 本新技術により製造された機能性食品において、温度25度時に、成分を　％以上

含有することを達成すること。
 　　　　成否認定基準の「測定方法」についても具体的に示してください。



　認定基準の根拠

	ここに成否に係る基準設定の考え方とその理由を文章にて具体的に記載ください。



（様式８）

スケジュール概要
【研究項目毎の実施スケジュール】


	研究項目
（様式６「２.本研究の実施内容」における実施項目を簡潔に記載してください。）
	目標
（様式６「１.本研究の目標」における定量的な目標を簡潔に記載してください。）
	研究期間

	
	
	平成２７年度
	平成２８年度
	平成２９年度

	研究
	実施
項目
１
	目標①
	基礎条件の検証（目標XXXXに到達する）


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	目標②
	スケールアップ
障害の定量的評価

（目標XXXXXX）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	目標③
	小規模スケール

アップ

（目標XXXXX）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	研究以外の

開

発
	実施
項目
２
	目標①
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	目標②
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	目標③
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	製造
販売
承認
	目標①
	事前審査受診
（平成XX年XX月）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	目標②
	許認可対応
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	目標③
	承認取得

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（様式９）

実施体制（予定）

１．研究に関与する担当者（社内）

	氏名
	所属機関
部署･役職
	本課題における立場
本課題において担当する内容
	エフォート
(%)

	○○ ○○
	代表取締役社長
	研究管理責任者
・課題全体の統括管理責任を負う
	10


	○○ ○○
	総務部　経理課長
	会計経理統括担当責任者
知的財産の運用責任者
上記主担当
	40


	○○ ○○
	開発部　開発1課　課長
	外注、委託業務管理主担当
労務管理主担当
研究状況の報告と日常管理責任者
	40


	○○ ○○
	開発部　開発1課　主任
（専任技術者）
	研究主担当
	100



２．研究に関与する担当者（社外）

	氏名
	所属機関
部署･役職
	本課題における立場
本課題において担当する内容
	エフォート
(%)

	○○ ○○
	株式会社XXXXX
薬物動態研究所
	代表発明者として
技術移転業務
	10

	○○ ○○
	国立大学法人XXX大学
XXX研究科　准教授
	発明者として
技術移転業務
	20

	
	
	
	

	
	
	
	


３．社外からの研究への協力機関（再委託先等）

	機　　関　　名
	内　　　　容
	研究企業
との関係

	株式会社XXXXX
	○○の研究について再委託
	再委託先

	YYYYY株式会社
	○○の品質検査とモニタリング

	外注業者

	株式会社ZZZZZ
	試作品の製造支援
粗製原材料の品質管理・保証及び供給
	持ち株
子会社

	
	
	


「エフォート」は、総合科学技術会議におけるエフォートの定義「年間の全仕事時間を100％とした場合、そのうち当該業務の実施に必要となる時間の配分率(％)」に従い記入してください。なお、「全仕事時間」とは活動の時間のみを指すのではなく、教育・医療活動等を含めた実質的な全仕事時間を指します。
「再委託」とは、委託先が、委託業務の一部をさらに第三者に委託することを言います。外注との違いは、研究開発要素が含まれていることです。
「外注」とは、委託業務に直接必要な機械装置の保守、調査・データ分析等の請負業務について、仕様書に基づいて第三者に行わせることを言います。
４．研究代表者・分担者（全員）の略歴  
	氏名
○○ ○○
	所属機関

  部署･役職

～株式会社
  ～部～課 ～
	生年月日19XX年00月00日
	性別　男・女

	
	
	最終学歴

19XX年○月　～大学大学院～研究科 修了

	
	
	専門分野

・

・

	本課題に関係する

研究の履歴
	


	氏名
○○ ○○
	所属機関

  部署･役職

～株式会社
  ～部～課 ～
	生年月日19XX年00月00日
	性別　男・女

	
	
	最終学歴

19XX年○月　～大学大学院～研究科 修了

	
	
	専門分野

・

・

	本課題に関係する

研究の履歴
	


　※必要に応じて追加してください。
５．研究支援者の情報等（該当研究課題のみ提出）
	課　題　名
	

	応募研究機関名（又は代表機関名）
	
	研究総括者名
	


（1） 研究支援者の情報

	氏名
	○○　○○（ふりがな）
	年齢
	○歳

	所属・役職
	公益社団法人○○○○　○○支援コーディネーター

○○機構　○○マッチングプランナー

	国との関係
	農林水産省産学連携支援事業コーディネーター

JST○○コーディネーター


　※所属・役職については、役職の括弧書きに、主体となる機関名を記載してください。

　※国との関係は、国で行っている事業等において支援を行っているものについて記載してください。

（2） 経歴

	○年3月、○○機関において、○○に従事

○年6月、○会社と○法人○○と商品開発のマッチングを実施し、開発された商品が○年3月より販売開始

・・・




　※これまで従事した業務や、コーディネート・マッチングした実績やマッチング等によって研究成果を活用した製品が開発され上市された実績等を具体的に10事例以内で記載してください。特許については（４）に記載してください。

（３）コーディネート能力に係る研修等受講状況

	受講日時
	研修等名称（主催についても記載）

	H24.○.○
	○○に関するコーディネーター研修（主催：○○機構）

	・・・・
	・・・・・

	
	


　※必要に応じ、適宜行を追加してください。

（４）特許取得状況

	特許件名
	取得日（又は出願日）

	○○○に関する特許（特願12345-６７号）
	平成27年○月○日

	・・・・
	・・・・・

	
	


※これまで従事した業務や、コーディネートやマッチング等によって特許取得（又は出願）に至った実績について記載してください。必要に応じ、適宜行を追加してください。

（様式１０）

事業化と返済に関する工程表
１.事業化までのプロセス
試験研究期間終了後も含めて事業化に至るまでの工程表を用いて記述してください。
商品販売普及までに解決する必要がある問題、リスク等は、対処法とその時期が判るように作表してください。
	

	○○
年度
	○○
年度
	○○
年度
	○○
年度
	○○
年度
	○○
年度
	○○年度
（商品販売）
	


	市場調査によるニーズの把握
	
	
	
	
	
	
	
	

	大量生産に向けての製造工程研究
	
	
	
	
	
	
	
	

	許認可等への対応
	
	
	
	
	
	
	
	


２．販売等による１０カ年の利益予想

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	年度科目
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目
	5年目
	6～10年目
	合計
	備考

	売上数量
	
	
	
	
	
	この列は
	
	

	（単価）
	
	
	
	
	
	５年間分を
	
	

	売上高
	
	
	
	
	
	一括合計
	
	

	売上品原価
	
	
	
	
	
	して記入
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	販売費

一般管理費
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	金利
	
	
	
	
	
	
	
	

	純利益
	
	
	
	
	
	
	
	

	返済分
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１０年以内の均等年賦で返済が完了するように返済分欄に記入してください。
（様式１１）
競合技術に対する優位性
・本技術シーズと近似の競合技術との比較を行なって、本技術の優位性について記載してください。「競合技術はない」等の記載は不可とします。
※競合技術とは、目指す製品･サービスによってもたらされる価値･効果と同種のものを実現可能な技術を指します。
	比較表

	技術の優位性
	※下記の比較を踏まえて、シーズの「技術の優位性」についての総合的な判断を記載してください。


	
	申請課題
	競合技術（比較対象）

	
	※「シーズの特徴」「特許申請等の権利化の状況」等について、競合技術との差違を意識して記載してください。
	シーズ特許1,2
	※比較対象とする競合技術について、「技術内容」「文献・特許情報に関する内容」等を記載してください。
	比較文献1

	研究状況の優位性
	※下記の比較を踏まえて、シーズの「研究状況の優位性」についての総合的な判断を記載してください。


	
	申請課題
	競合技術（比較対象）

	
	※「事業化構想の特徴」「問題点とその克服へ向けた考え方や取組み」等について、競合技術との差違を意識して記載してください。
	参考文献1
	※比較対象とする競合技術について、「どのように研究を進めようとしているか」「その進め方にどのような問題があるか」等をわかる範囲で記載してください。
	比較文献2

	経済的優位性
	※下記の比較を踏まえて、シーズの「経済的優位性」についての総合的な判断を記載してください。


	
	申請課題
	競合技術（比較対象）

	
	※「コスト価格面」「将来的な量産・販売見通し」等について、競合品との差違を意識して記載してください。
	参考文献2,3
	※比較対象とする競合品の価格・販売等について、わかる範囲の事をご記入ください。
	比較文献3


（様式１２）
知的財産取得計画

	試験研究の成果としての知的財産権（特許及び工業所有権等）の取得計画（知的財産権の
内容及び取得時期）について、下記の例示を参考に具体的に記載してください。

例：①　国内における知的財産権（２件出願予定）

ア　△△△の製造方法について，平成△△年４月出願予定

イ　□□□の特性について、平成□□年出願予定

②　国外における知的財産権（１件出願予定）

ア　○○○の製造方法について、平成○○年出願予定（審査請求予定国名も記載）


（様式１３）
研究費
１．研究費の内訳及び合計(千円)

	　　　　　　　　 支出者
費目
	生研センター負担分
	自己負担分
	計

	①物品費（設備備品費）
	
	
	

	②物品費（消耗品費）
	
	
	

	③人件費・謝金
	
	
	

	④その他（外注費）
	
	
	

	⑤その他（その他経費）
	
	
	

	⑥直接経費（①～⑤）・計
	
	
	

	⑦一般管理費
	
	
	

	⑧再委託費
	
	
	

	合計（⑥＋⑦＋⑧）
	
	
	


２．年度ごとの研究費（千円）
	年 度
	生研センター負担分
	自己負担分
	計

	平成２７年度
	
	
	

	平成２８年度
	
	
	

	平成２９年度
	
	
	

	合 計
	
	
	


様式８の年度ごとのスケジュールと整合性がとれるよう計上してください。
３．研究費の主な使途

【物品費（設備備品費）】
【物品費（消耗品費）】
【人件費・謝金】
【その他（外注費）】
【その他（その他経費）】
【再委託費】
（様式１４－１）
研究実施機関に関する情報（概要）
	2014年00月00日 現在

	企業名
	株式会社　○○○○
	上場
	有(　年　月)･無

	ホームページ
	http://

	本社（所）所在地
	○○県○○市○○町○丁目○番○号

	工場
	本社工場（○○市）、□□工場（□□市）

	研究所
	本社研究所（○○市）

	代表者名
	代表取締役　○○○○

	役員数
	00
	名
	(
	00
	名[技術系役員]
	)
	資本金
	000,000
	百万円[単独]

	社員（職員）数
	00,000
	名[単独]
	(
	00,000
	名[研究要員]
	)
	
	
	

	
	00,000
	名[連結]
	
	
	000,000
	百万円[連結]

	主要株主等
	○○○○（　　％）、□□□□（　　％）、△△△△（　　％）

	主要取引銀行
	○○銀行△△支店、□□銀行▽▽支店

	主要関係会社
	株式会社　○○○○（販売会社）

	生研センター等との関係
	生研センターあるいは官公庁、公益法人等から受託研究、補助金等の実績があれば、
主なものについて記入してください。

	事業内容
	○○○○、□□□□の製造及び販売、△△△△の受託研究

	研究能力
	業種
	
	研究分野
	

	
	記入例）　□□研究所、▽▽㈱とも協力関係を築いており、本年度も☆☆☆☆の研究を実施している。（…等、研究の実施能力を示す事柄を記述してください。）

	研究実績
	記入例）　平成☆年、独自に○○○○を研究し製造販売している。また、◎◎◎◎について□□大学△△教授の協力を得て研究を実施、企業化の目処が立ち、来年には販売開始予定である。（…等、主な実績を記述してください。箇条書きで結構です。）

	経営状況と見通し
	記入例）①当社は○○○のメーカーであり、当該分野では◎◎◎等は他の追随を許さぬ製品となっている。（…等、貴社の得意面を記述してください。以下同様。）
②業績面については、主要需要先である△△△が、▽▽▽の東南アジア向けの市場拡大に支えられ高水準で推移したため、平成☆年☆月期売上高で対前期比○○％増の□□百万円を計上した。また、損益面については新製品の販売を開始、原価低減活動により経常利益で対前年比○○％増の□□百万円を計上した。
③新製品（○○）の販売拡大等により増収、増益となる見通しである。


（様式１４－２）
研究機関に関する情報（財務）
	決算期
項目
	平成ｎ-2年00月期
	
	平成ｎ-1年00月期
	
	平成ｎ年00月期
	

	
	
	指数
	
	指数
	
	指数

	財政状態
	資本金
	A
	百万円
	100
	a
	百万円
	a/A×100
	a’
	百万円
	a’/A×100

	
	自己資本
	B
	百万円
	100
	b
	百万円
	b/B×100
	b’
	百万円
	b’/B×100

	
	総資産
	C
	百万円
	100
	c
	百万円
	c/C×100
	c’
	百万円
	c’/C×100


	経営状態
	売上高
	D
	百万円
	100
	d
	百万円
	d/D×100
	d’
	百万円
	d’/D×100

	
	経常利益
	E
	百万円
	100
	e
	百万円
	e/E×100
	e’
	百万円
	e’/E×100

	
	当期利益
	F
	百万円
	100
	f
	百万円
	f/F×100
	f’
	百万円
	f’/F×100


	財務比率分析
	自己資本比率
	B/C
	%
	b/c
	%
	b’/c’
	%

	
	経常利益率１
	E/D
	%
	e/d
	%
	e’/d’
	%

	
	経常利益率２
	E/C
	%
	e/c
	%
	e’/c’
	%

	
	研究費
	G
	百万円
	g
	百万円
	g’
	百万円

	
	(研究比率)
	G/D
	%
	g/d
	%
	g’/d’
	%

	
	配当率
	
	%
	
	%
	
	%

	特記事項
	


注）経常利益率１は対売上高、経常利益率２は対総資産、研究費率は対売上高で記入ください。
注）配当率は年間配当金総額の株主資本に対する割合をご記入ください。
※　研究代表者が所属する法人の直近３期分の貸借対照表、損益計算書等の決算書類を添付してください。
（様式１５）
倫理面への配慮
○本様式は、組換えDNA実験、遺伝子治療臨床研究、特定胚を取り扱う研究、ヒトES細胞の研究、ヒトゲノム・遺伝子解析研究、疫学研究、臨床研究に該当する研究を計画している場合、法令・指針等に基づく適切な措置が講じられているか、倫理面・安全面において問題はないか等について判断するためのものです。以下の事項について１ページで記入してください。
（1）申請する課題の内容が、上記の研究に該当するとの疑義を受ける恐れがある場合、又これらに関連する研究が計画されている場合は、各指針等との関係、倫理面・安全の確保面において講じるべき措置と対応状況、特に問題がないと判断した場合には、その理由等について具体的に記入してください。
（2）動物その他を用いる計画がされている場合は、各指針等に基づく国の確認等の適合状況、動物等を科学上の利用に供する場合の配慮状況、特に問題がないと判断した場合には、その理由等について具体的に記入してください。
（様式１６）

特殊用語の解説
	用　　語
	説　　　　明

	
	○　本申請書類で使用している業界用語、専門用語及び略語等の特殊用語の
うち、研究計画を総合的に把握するうえで必要と思われるものについて、
簡単な解説を記入してください。
本様式は必須ではありませんが、なるべく添付して、効率的な審査にご協力ください。
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